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大学共同利用機関法人自然科学研究機構科学研究費助成事業事務取扱規程 

 

平成１９年３月２６日 

自 機 規 程 第 ６ ９ 号 

 

（目的） 

第１条 この規程は，大学共同利用機関法人自然科学研究機構における公的研究費等取扱

規程（平成１９年自機規程第７０号。以下「取扱規程」という。）第１３条に基づき，

科学研究費助成事業（以下「科研費」という。）の事務取扱いに関し，必要な事項を定

めることを目的とする。 
（趣旨） 

第２条 大学共同利用機関法人自然科学研究機構（以下「機構」という｡）における科研

費の取扱いについては，補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律（昭和３０

年法律第１７９号），補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律施行令（昭和３

０年政令第２５５号），科学研究費補助金取扱規程（昭和４０年文部省告示第１１０

号），独立行政法人日本学術振興会科学研究費助成事業（科学研究費補助金）取扱要領

（平成１５年規程第１７号）及び独立行政法人日本学術振興会科学研究費助成事業

（学術研究助成基金助成金）取扱要領（平成２３年規程第１９号）その他関係法令等

に定めるもののほか，この規程の定めるところによる。 

（定義） 

第３条 この規程において，次に掲げる用語の意義は，当該各号に定めるところによる。 

一 機関 大学共同利用機関法人自然科学研究機構組織運営通則（平成１６年通則第

１号）第２条第１項に規定する大学共同利用機関，第２条の２第１項に規定する機

構直轄の研究施設（以下「機構直轄研究施設」という。）及び第５０条第１号に規定

する岡崎共通研究施設のことをいう。 

二 機関の長 前項に規定する機関の長（機構直轄研究施設及び岡崎共通研究施設に

あっては機構長）をいう。 

三 研究者 科研費に応募するために所属する機関が府省共通研究開発管理システム

に登録手続を行い，応募前に研究者番号を取得している者をいう。ただし，府省共

通研究開発管理システムに登録手続を要しない科研費にあっては，当該科研費に応

募するための資格を有すると機関の長が確認した者をいう。 

四 研究機関 科学研究費補助金取扱規程第２条に規定する研究機関のことをいう。 

（応募） 

第４条 科研費に応募する研究者は，文部科学省及び独立行政法人日本学術振興会（以下

「文部科学省等」という。）が定める研究計画調書等を所属する機関における科研費の
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申請及び報告の事務を担当する課（以下「申請担当課」という。）に提出するものとす

る。 

２ 申請担当課は，研究者から研究計画調書等を受けたときは，文部科学省等が別に定め

る応募資格を有する者であるかを確認し，応募資格を有する者であるときは，機関の

長の承認を経て文部科学省等に送付するとともに，事務局研究協力課（以下「研究協

力課」という。）へ報告するものとする。 

（交付内定） 

第５条 申請担当課は，文部科学省等から科研費の交付の内定通知があったときは，交付

内定通知書（別記参考様式第１号）により，機関の長の承認を経て研究代表者へ通知

し，研究代表者から文部科学省等が定める交付申請書を提出させるものとする。 

２ 申請担当課は，研究代表者から交付申請書の提出を受けたときは，研究代表者及び研

究分担者が申請資格を有する者であるかを改めて確認し，機関の長の承認を経て，文

部科学省等に送付するものとする。 

３ 申請担当課は，文部科学省等からの内定一覧の写しを研究協力課へ送付するものとす

る。 

（交付決定） 

第６条 申請担当課は，文部科学省等から科研費の交付の決定通知があったときは，交付

決定通知書（別記参考様式第２号）により，機関の長の承認を経て研究代表者へ通知

するとともに，文部科学省等からの決定一覧の写しを研究協力課へ送付するものとす

る。 

（経理の委任等） 

第７条 機関の長は，当該機関の研究代表者又は研究分担者（以下「研究代表者等」とい

う。）が科研費の交付又は配分を受けたときは，その管理を大学共同利用機関法人自然

科学研究機構会計規程（平成１６年自機規程第２５号。以下「会計規程」という。）第

７条第３項に定める経理責任者に委任するものとする。 

２ 各機関の経理責任者の経理に関する事務は，機構本部の経理責任者が総括する。 

（経理） 

第８条 科研費の経理については，会計規程を準用するものとする。ただし，大学共同利

用機関法人自然科学研究機構政府調達事務取扱要領（平成１６年機構長決定），大学共

同利用機関法人自然科学研究機構政府調達に係る仕様策定に関する取扱要領（平成１

７年機構長決定）及び大学共同利用機関法人自然科学研究機構政府調達に係る技術審

査要領（平成１７年機構長決定）は，適用しないものとする。 

（科研費の預託） 

第９条 科研費は，別に定めのあるものを除き，機関ごとに開設した預金口座に預託し，

預金通帳は機構本部の経理責任者が管理するものとする。 
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（受入） 

第１０条 事務局財務課は，前条の預金口座に科研費の入金があったときは，遅滞なく科

研費の使用の事務を担当する課（以下「経理担当課」という。）に通知するものとする。 

２ 経理担当課は，前項の通知があったときは，遅滞なく研究代表者へ通知するものとす

る。 

３ 前項の規定は，分担金の配分を受けた研究分担者についても準用する。この場合にお

いて，「研究代表者」とあるのは，「研究分担者」と読み替えるものとする。 

（利子の譲渡） 

第１１条 研究代表者等は，直接経費に関して生じた利子を，機構に譲渡するものとする。

ただし，利息の譲渡が認められていない科研費及び外国で管理する科研費並びに機構

長が認めた場合については，この限りでない。 

２ 機構は，前項の規定により，譲渡された利子を受け入れるものとする。 

（間接経費の譲渡） 

第１２条 間接経費の交付を受ける研究代表者等は，交付された間接経費を所属する機関

に譲渡するものとする。 

２ 申請担当課は，交付決定通知書に基づき，機関の長の承認を経て間接経費の受入決定

を行い，経理責任者に通知するものとする。 

３ 機関の長は，当該研究代表者等が他の研究機関に所属することとなる場合であって，

直接経費に未使用の残額がある場合は，その残額の３０％に相当する額の間接経費を

当該研究代表者等が新たに所属することとなる研究機関に通知するものとする。 

４ 前項に規定する間接経費は，第２０条に規定する直接経費と合わせて当該研究代表者

等が新たに所属することとなる研究機関に直接送金するものとする。ただし，学術研

究助成基金助成金（以下「助成金」という。）において，前年度以前に支払を受けた直

接経費に残額がある場合であって，間接経費の執行計画が助成金の支払を受けた年度

内に適正に定まっている場合には，当該直接経費にかかる間接経費を当該研究代表者

等が新たに所属することとなる研究機関に送金しないことができるものとする。 

（交付前の研究開始） 

第１３条 研究代表者等は，研究計画の遂行上，科研費の交付前（前年度に継続が内約さ

れている研究課題については４月１日以降，新たに採択された研究課題については内

定通知受領後）に研究経費の支出を必要とする場合は，事前に経理責任者へ報告する

ものとする。 

２ 立替を行った研究経費は，科研費の交付後，速やかに精算するものとする。 

３ 研究代表者等は，立替金の返済前に他の研究機関等へ異動となった場合又は科研費に

係る事業が中止若しくは廃止となった場合は，使用した立替金を返済しなければなら

ない。 
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（研究計画の変更） 

第１４条 研究代表者は，科研費の交付決定後，研究計画を変更しようとするときは，文

部科学省等が定める変更承認申請関係書類を申請担当課に提出するものとする。 

２ 申請担当課は，変更承認申請関係書類の提出を受けたときは，機関の長の承認を経て，

文部科学省等に送付するとともに，研究協力課へ報告するものとする。 

３ 文部科学省等から変更承認があった場合は，第６条の規定を準用するものとする。こ

の場合において，「決定通知」とあるのは，「変更通知」と読み替えるものとする。 

（実績報告） 

第１５条 研究代表者は，実績の報告をするときは，文部科学省等が定める研究実績報告

書その他の必要書類を申請担当課に提出するものとする。 

２ 申請担当課は，研究実績報告書その他の必要書類の提出を受けたときは，機関の長の

承認を経て，文部科学省等に送付するとともに，研究協力課へ報告するものとする。 

（間接経費の実績報告） 

第１６条 申請担当課は，文部科学省等の求めに応じ，間接経費の使用実績について，機

関の長の承認を経て，文部科学省等に報告するとともに，研究協力課へ報告するもの

とする。 

（設備等の寄附等） 

第１７条 研究代表者等は，直接経費により購入した設備，備品又は図書（以下「設備等」

という。）を取得したときは，原則として直ちに機構に寄附しなければならない。 

２ 機関の長は，前項により研究代表者等から寄附を受けたときは，固定資産又は少額備

品（以下「固定資産等」という。）の寄附として，受け入れるものとする。 

３ 機構は，設備等の寄附を行った研究代表者等が他の研究機関に所属することとなる場

合であって，当該研究代表者等が新たに所属することとなる研究機関において当該設

備等を使用することを希望する場合には，当該設備等を研究代表者等に譲渡しなけれ

ばならない。 

（固定資産等の管理） 

第１８条 寄附を受けた固定資産等は，大学共同利用機関法人自然科学研究機構固定資産

管理規則（平成１６年自機規則第６号）に基づき管理するものとする。 

（分担金の配分） 

第１９条 他の研究機関に所属する研究分担者へ科研費を配分する研究代表者は，分担金

配分（変更）依頼書（別記参考様式第３号）を経理担当課に提出するものとし，経理

担当課は，分担金の配分が認められている研究課題であるか確認し，機関の長の承認

を経て，研究分担者の所属研究機関の長へ分担金配分（変更）予定通知書（別記参考

様式第４号）により，振込依頼書（別記参考様式第５号）を提出するよう依頼するも

のとする。 
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２ 経理担当課は，前項により振込依頼書の提出を受けたときは，記載された内容を確認

後，分担金を送金するものとする。 

（科研費の移動） 

第２０条 研究代表者等が他の研究機関に所属することとなる場合であって，直接経費に

未使用の残額がある場合は，申請担当課は，当該研究代表者等が新たに所属すること

となる研究機関に，科研費に係る研究代表者等の異動について（別記参考様式第６号）

により報告するとともに，当該直接経費を送金するものとする。 

（帳簿） 

第２１条 経理責任者は，科研費の研究課題別に収支簿を備えるものとする。 

（研修会又は説明会） 

第２２条 申請担当課及び経理担当課は，科研費の不正使用を防止するため，当該機関の

研究者及び事務担当職員を対象とした研修会又は説明会を毎年１回以上実施し，実施

結果について研究協力課へ報告するものとする。 

（内部監査） 

第２３条 機構長は，毎年，科研費の交付を受けた機関に対し，監査を実施するものとす

る。 

２ 監査の実施に関し必要な事項は，別に定める。 

（研究活動上の不正行為及び不正使用に関する取扱い） 

第２４条 機構における研究活動上の不正行為及び公的研究費等の不正使用に係る調査，

審査及び判定に関し必要な事項は，別に定める。 
（生命倫理・安全対策に関する遵守） 

第２５条 研究代表者等は，研究計画に，社会的コンセンサスが必要とされている研究，

生命倫理・安全対策に対する取組が必要とされている研究など関連する法令等を遵守

しなければ行うことができない研究を含む場合には，当該研究を，社会的コンセンサ

スを尊重し，又は関連する法令等に基づき実施しなければならない。 

（準用） 

第２６条 本規程で定める科研費以外の研究費補助金等の取扱いについては，当該補助金

等に係る関係法令等に定めるもののほか，この規程を準用する。 

２ 総合研究大学院大学から経理委任を受けた特別研究員奨励費についても，この規程を

準用する。 

（補則） 

第２７条 この規程に定めるもののほか，科研費の取扱いに関し必要な事項は別に定める。 

 

附 則 

この規程は，平成１９年３月２６日から施行する。 
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附 則 

この規程は，平成２０年４月１日から施行する。 

附 則 

この規程は，平成２０年１２月２５日から施行する。 

附 則 

この規程は，平成２１年１０月２２日から施行する。 

附 則 

この規程は，平成２３年７月２１日から施行する。 

附 則 

この規程は，平成２７年４月１日から施行する。 

附 則 

この規程は，平成３０年４月１日から施行する。 

附 則 

この規程は，令和２年１０月１日から施行する。 

附 則 

この規程は，令和３年８月１日から施行する。 

附 則 

この規程は，令和４年１０月１日から施行する。 

附 則（令和７年３月２７日改正） 

この規程は，令和７年４月１日から施行する。 
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別記参考様式第１号 
第     号 

  年  月  日 

 

関係各研究代表者  宛 

 

機 関 の 長 

 

科研費交付内定通知書 

 

このことについて，文部科学省研究振興局長（又は独立行政法人日本学術振興会理事長）から，

別添（写）のとおり交付の内定通知がありましたので通知します。 

ついては，関係書類を作成の上，○月○日までに○○部○○課へ提出してください。 

また，交付の申請を辞退する場合は，○月○日までにその理由を付して○○部○○課まで連絡

してください。 

なお，科研費が交付された場合は，大学共同利用機関法人自然科学研究機構科学研究費助成事

業事務取扱規程により，下記事務を研究代表者に代わって，研究機関が行います。 

記 

１ 科研費（直接経費）を管理すること。 

２ 科研費（直接経費及び間接経費）に係る諸手続を行うこと。 

３ 科研費（直接経費）により購入した設備，備品又は図書について，当該研究代表者からの寄

附として受け入れるとともに，当該研究代表者が機構以外の研究機関に所属することとなる場

合には，その求めに応じて，これらを当該研究代表者に返還すること。 

４ 研究代表者が交付を受けた科研費（間接経費）について，当該研究代表者からの譲渡を受け

入れ，これに関する事務を行うとともに，当該研究代表者が機構以外の研究機関に属すること

となる場合又は研究を廃止する場合には，科研費（直接経費）の残額の３０％に相当する額の

科研費（間接経費）を当該研究代表者に返還すること。ただし，学術研究助成基金助成金（以下

「助成金」という。）において，前年度以前に支払を受けた科研費（直接経費）に残額がある場合

であって，科研費（間接経費）の執行計画が助成金の支払を受けた年度内に適正に定まっている

場合には，当該科研費（直接経費）にかかる科研費（間接経費）を当該研究代表者に返還しない

ことができるものとする。 

 

 

研究種目 

課題番号 

研究課題名 

交付予定額 

提出書類      
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別記参考様式第２号 
第     号 

  年  月  日 

 

関係各研究代表者  宛 

 

機 関 の 長 

 

 

科研費交付決定通知書 

 

このことについて，文部科学省研究振興局長（又は独立行政法人日本学術振興会理事長）から，

別添のとおり交付の決定通知がありましたので通知します。 

なお，大学共同利用機関法人自然科学研究機構科学研究費助成事業事務取扱規程により，下記

事務を研究代表者に代わって，研究機関が行います。 

 

記 

 

１ 科研費（直接経費）を管理すること。 

２ 科研費（直接経費及び間接経費）に係る諸手続を行うこと。 

３ 科研費（直接経費）により購入した設備，備品又は図書について，当該研究代表者からの寄

附として受け入れるとともに，当該研究代表者が機構以外の研究機関に所属することとなる場

合には，その求めに応じて，これらを当該研究代表者に返還すること。 

４ 研究代表者が交付を受けた科研費（間接経費）について，当該研究代表者からの譲渡を受け

入れ，これに関する事務を行うとともに，当該研究代表者が機構以外の研究機関に属すること

となる場合又は研究廃止する場合には，科研費（直接経費）の残額の３０％に相当する額の科

研費（間接経費）を当該研究代表者に返還すること。ただし，学術研究助成基金助成金（以下

「助成金」という。）において，前年度以前に支払を受けた科研費（直接経費）に残額がある場合

であって，科研費（間接経費）の執行計画が助成金の支払を受けた年度内に適正に定まっている

場合には，当該科研費（直接経費）にかかる科研費（間接経費）を当該研究代表者に返還しない

ことができるものとする。 
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別記参考様式第３号 

  年  月  日 

分担金配分（変更）依頼書 

 

機 関 の 長 殿 

 

研究代表者 

所属・部局：              

職 ・ 氏 名：              

 

私が研究代表者となっている科研費の分担金及び間接経費を，下記のとおり配分しますので手

続方お願いします。 

 

記 

研究種目名： 

研究課題名： 

課 題 番 号： 

課題配分額：以下のとおり 

課題交付決定額計

※基金の場合は，当該年度請求額 

直接経費 
間接経費 

物品費 旅費 人件費・謝金  その他 計 

円 円 円 円 円 円 円 

前期分   円 円 円 円 円 円 円 

後期分   円 円 円 円 円 円 円 

 

①研究分担者： 

所属・部局・職名・氏名： 

配分（変更）額計 
直接経費 

間接経費 
物品費 旅費 人 件 費 ・ 謝 金 その他 計 

円 円 円 円 円 円 円 

前期分   円 円 円 円 円 円 円 

後期分   円 円 円 円 円 円 円 

研究分担者の所属機関事務担当者連絡先： 

郵便番号・住所・所属・部局・職名・氏名・電話番号・E-mail 

 

②研究分担者： 

所属・部局・職名・氏名： 

配分（変更）額計 
直接経費 

間接経費 
物品費 旅費 人 件 費 ・ 謝 金 その他 計 

円 円 円 円 円 円 円 

前期分   円 円 円 円 円 円 円 

後期分   円 円 円 円 円 円 円 

研究分担者の所属機関事務担当者連絡先： 

郵便番号・住所・所属・部局・職名・氏名・電話番号・E-mail
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別記参考様式第４号 
  年  月  日 

分担金配分（変更）予定通知書 

 

他研究機関の長 殿 

 

経 理 責 任 者 

 

本機構職員が研究代表者となっている科研費の分担金及び間接経費を，下記のとおり配分いた

します。 

ついては別紙振込依頼書をご提出くださいますようお願いいたします。 

なお，研究代表者が補助事業を廃止する場合又は分担金の配分を受ける研究分担者が当該研究

課題の研究組織から外れる場合には，分担金及び間接経費の返還が必要となります。また，間接

経費が措置されている研究種目については，直接経費の３０％を併せて配分予定ですが，貴機関

におかれまして異なる取り扱いを希望される場合は，事前にご連絡ください。 

 

記 

 
研究代表者所属・部局： 
研究代表者職・氏名： 

研 究 種 目 名： 

研 究 課 題 名： 

課 題 番 号： 

 

 

 

研究分担者： 

所属・部局・職名・氏名： 

配分（変更）額計 
直接経費 

間接経費 
物品費 旅費 人 件 費 ・ 謝 金 その他 計 

円 円 円 円 円 円 円 

前期分   円 円 円 円 円 円 円 

後期分   円 円 円 円 円 円 円 

 
 

本件に関する連絡先： 

○○○・○○部・○○課 

氏名 

郵便番号： 

住 所： 

ＴＥＬ： 

ＦＡＸ： 

E-mail：
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別記参考様式第５号 
  年  月  日 

 

振 込 依 頼 書 

 

経 理 責 任 者  殿 

 

他研究機関の長       

 

     年  月  日付けで通知のありました，分担金配分（変更）予定通知書に係る科研

費について，下記のとおり振り込みくださるようお願いします。 

 

記 

 １ 課題番号 

 ２ 分担金額                     円 

 ３ 振込口座 

    金融機関名            （銀行コード：    ） 

    支 店 名            （店番号：      ） 

    預金種 類   普通 ・ 当座  

    口座番 号 

    （フリガナ） 

    口座名 義 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４ 本件に関する連絡先 

事務担当部署： 

担当者氏名： 

郵便番号： 

住 所： 

Ｔ Ｅ Ｌ： 

Ｆ Ａ Ｘ： 

E - m a i l： 

＊本様式は，上記内容が全て網羅されていれば，様式は任意であっても差し支えありません。 
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別記参考様式第６号 
第     号 

  年  月  日 

 

 

他研究機関の長   宛 

 

 

                        機 関 の 長 

 

 

   年度科研費に係る研究代表者等の異動について 

 

 

 

このたび，下記のとおり，本研究所（又は台）に所属する   年度科研費に係る研究代表者

（又は分担者）が貴機関へ異動することになりましたので，報告いたします。 

ついては，この職員の    年度科研費における未使用分に係る所要額を送金しますので，

振込依頼書及び文部科学省等が定める研究代表者所属研究機関変更届（写）の送付をお願いいた

します。 

 

なお，本紙には，研究計画調書，科研費内定/決定一覧及び交付申請書（いずれも写し）を添付

いたしますので，ご確認願います。 

記 

１ 研究代表（又は分担）者氏名： 

２ 研究者番号： 

３ 異動前所属機関・部局・職名： 

４ 研究種目名： 

５ 課題番号： 

６ 研究課題名： 

７ 交付内定/決定額：        円   うち直接経費          円 

     間接経費          円 

 

８ 支出済額 ：          円 うち直接経費          円        

間接経費          円 

 

９ 送付額  ：           円   うち直接経費          円        

 間接経費          円  

 

 

10 異動（予定）年月日：    年  月  日 

 

  

  

  


